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実践し、見直し、体系化し実践する

ニセコ町人材育成の取組み

2018,12 NISEKO雪崩ミーティング

ニセコ町副町長 山 本 契 太
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アクセス

ニセコ

札幌

新千歳空港

倶知安

小樽新千歳空港 ⇔ ニセコ
車で約2時間 約100km  
ＪＲで平常時約3時間30分（札幌・小樽乗換）

札幌市 ⇔ ニセコ  
車で約2時間15分 約105km (中山峠経由)
ＪＲで平常時2時間30分（直通）

北海道新幹線、高速道路
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ニセコ町の概要
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人口：

’25.9月末/5,036人

(外:595人、11.8％)

’25.1月末/5,578人

(外:932人、16.7％)

面積：197.13k㎡

高齢化率：23.6%（2024.6住基）

財政規模：122億8,009万円

（2025年度全会計予算

前年比+42億3千万）

財政力指数：0.29(2021年度)

議員数：10名

職員数：約100人（’25.4特別職除く）

主要産業：農業及び観光を中心としたサービ
ス業

 

順調な人口増加

傾向が、コロナ
でダウン。
しかし・・・



我が町のスタンスはＳＤＧｓで表すと
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ニセコ町まちづくり基本条例の基本原則

情報共有 住民参加

⚫ “情報共有”の実践により自治が

実現できる

⚫ 自治の理念を実現するため、町

民がまちづくりに関する情報を共

有することを基本に進めなければ

ならない

⚫ 町民は、町の仕事について必要

な情報の提供を受け、自ら取得

する権利を有する

⚫ まちづくりは、町民一人ひとりが自

ら考え、行動する“自治”が基本

⚫ まちづくりの主体は町民であり、ま

ちづくりに参加する権利を有する

（責務ではない）

⚫ 町の仕事の企画立案、実施及び

評価のそれぞれの過程において、

町民の参加を保障する

＜出所＞ 「ニセコ町まちづくり基本条例の手引き」を元に編集

だがしかし、役場内部の条項共有が疎かになっていたか
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＊住民に配布してる条例のポケット版
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ニセコ町まちづくり基本条例の基本原則

立憲主義

町の主権者：住民

まちづくり基本条例
を尊重し擁護する義務を負う人

町長 議会

国の主権者：国民

日本国憲法
を尊重し擁護する義務を負う人

憲法９９条

役場
天皇

国会
議員

国務
大臣

摂政

裁判
官

その他の
公務員 8
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会議は原則全て公開

予算ヒヤリングの様子
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予算説明書「もっと知りたいことしの仕事
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海外で大きく取り上げられているNiseko

CNN Financial Times

Wall Street JournalCNN
BrazilのTV

イギリスのラグジュアリー
トラベル・マガジン
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本日、お話したいこと

１ H7年度から研修の充実を目指し、とにかく実
践

【テーマ】 外を知る、交流する、恐れない

＊停滞は組織がにごる

＊役場の常識は世間の非常識

＊挑戦を恐れない職員像の育成

＊職員一人当たり15万円の予算措置も・・

＊外部へ派遣、外からの受入れ

＊自らが講師へ・・・・

２ 職員が人材育成や組織に物申す
【テーマ】 ニセコ町人材育成アクションプラン職員アンケート

＊組織・管理職に不信感がある

＊部署間の風通しが悪く、信頼関係が築けない

＊各種仕組みに問題があり、業務過多になっている

３ 人材育成の目指す方向
【テーマ】 人材育成は、人材育成に止まらない。

                  ～ニセコ町人材育成アクションプランのブラシュアップ～

実践の２０年
後半は漫然と？？

(ＰＤＣＡ)

(ＰＤＣＡ)

(ＰＤＣＡ→P)
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とにかく実践その１

組織ﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ２人 １１月１２日～１３日

受講者

（一財）地方自治研
究機構

法務能力向上
のための特別
実務セミナー

３人 １０月９日～１０日

１人 令和６年９月まで

－ －

１人
５月から２月（全９
回）

１人
５月から２月（全７
回）

１人 ８月
２人 ８月

１人
７月、９月、１１
月、
１２月

町長指定

（派遣型研
修）

研　修　名

東洋大学TPPスクール（継続）

自治大学校研修

全国地域リーダー養成塾

地域農政未来塾

全国地域リーダー養成塾フォ
ローアップ地域農政未来塾フォローアップ

全国町村会デジタル創発塾

町長随行・指定研修旅費

北海道市町村研修
センター
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（研修所）

受講者

後志17町村連携 接遇研修 ５人 ４月２６日

新規採用職員基
礎研修

７人 ８月２１日～２３日

初級職員研修 ３人 ８月２８日～３０日

中級職員研修 ４人 １０月１日～３日

法務基礎研修 ３人 ７月１２日

法務実務入門研
修

３人 ７月２６日

政策法務研修 ２人
(解釈運用)9月10月、
(条例立案）9月

中級職員研修講
師養成講座

２人 ７月

新規採用職員基
礎・初級職員研
修講師養成講座

１人 ６月

指導能力 ６人 ①６月２０日～２１日ほか全１１回

コーチング ２人 11月14日～15日

新任管理者基礎 ２人 7月又は11月(ｵﾝﾗｲﾝ)

管理能力 ４人 全１１回

クレーム対応 １人 ６月又は１２月

窓口対応マナー ３人 ７月

女性ｷｬﾘｱﾋﾞｼﾞｮﾝ ２人 10月31日～11月1日

プレゼンテー
ション

１人 １０月２９日～３０日

法令基礎 １人 ７月or１０月

法令実務応用 １人 １０月１５日～１６日

コミュニケー
ション能力向上

１人 ９月又は１０月

人事評価者訓練 ２人 ７月３日～４日

リスクマネジメ
ント

１人 １０月３日～４日

業務改善手法 １人 １０月８日～９日

ＯＪＴ指導者養
成

１人 ９月１７日～１８日

折衝力・交渉力
強化

１人 ８月２９日～３０日

文書作成能力 １人 ７月８日～９日

個人ﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ２人 １１月２５日

組織ﾀｲﾑﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ ２人 １１月１２日～１３日

受講者

（一財）地方自治研
究機構

法務能力向上
のための特別
実務セミナー

３人 １０月９日～１０日

研　修　名

研　修　名

後志町村会

北海道町村会

北海道市町村研修
センター

（職場内研修）

受講者 受講日

初任者研修 総務課 1人
第1回5月28日～29日、
第2回　10月

２・３年目フォ
ローアップ研修

総務課 １人 １１月中

法令ｼｽﾃﾑ他操作研
修

総務課 全職対象 ５月若しくは６月上旬

情報セキュリティ
研修

総務課 全職対象 未定（調整）

ハラスメント研修 総務課 全職対象 ７月

法令研修 総務課 全職対象 ８月

人事評価研修 総務課
管理職と
一般職

１０月

カスハラ研修 総務課
全職員を
対象

未定（調整）

メンタルヘルス研
修

総務課
全職員を
対象

１１月

（研修所）

研　修　名



体系化が課題

とにかく実践その１

（派遣型）

受講者

１人
１人 ２年目　パリ事務所
ー

（連携型）

受講者

１人 北海道大学と連携

重複 東洋大学と連携

（国内研修）

受講者

公募
事業採択を受けて実
施となる予定

（海外研修）

受講者

町長指定 時期、期間未定

町長指定 時期、期間未定
１人 事業採択

（自主研修）

受講者

公募

（町長指定）

研　修　名

地域活性化センター派遣（２年
間）自治体国際化協会派遣（３年間）
内閣府、北海道等行政機関随時

研　修　名

北海道大学デジタルリスキリン
グプログラム研修

東洋大学ＰＰＰスクール(修了)

研　修　名

北海道市町村職員振興協会
国内先進事例研修（道外）

研　修　名

持続可能なまちづくり・省エ
ネ・林業を学ぶドイツ合同研修

ＪＴＢＦによる欧州視察（観
光）北海道市町村振興協会
外国派遣研修

研　修　名

自主研修
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（町長指定）

受講者

合同法務研究会 ２人 ７月１３日～７月１４日

日本経営協会
公用地取得実務
（法制編）

１人 ６月１０日～１１日

市町村職員
中央研修所

廃棄物の処理と

リサイクルの推進
１人 １０月７日～１０月１１日

市町村職員
中央研修所

上下水道事業の
経営管理

１人 ９月２日～９月６日

市町村職員
中央研修所

スポーツ行政の

推進
１人 ３月３日～３月７日

市町村職員
中央研修所

住民の健康を考え

る～健康寿命を延

ばすために～

１人 １１月２５日～２７日

全国市町村
国際文化研修所

保育士・幼稚園教

諭のための

保育行政

１人 ７月２２日～７月２４日

全国市町村
国際文化研修所

自治体財政運営の

理論と実際～自治

体財政診断のノウ

ハウ～

１人 ７月３１日～８月２日

全国市町村
国際文化研修所

自治体の広報～住

民に読まれ、親し

まれる広報を目指

して～

１人 １０月２３日～２５日

ー

研　修　名

人事異動対応旅費、防火管理者等
資格取得旅費



例：自主研修企画書

  

自主研修企画書 

（課係名 ） 

研 修 名 

（任意の名称） 
職氏名 

研修内容 
 

研修場所 

研修目的と 

業務との関連性 

（目的） 

 

（町のどのような仕事に役立てたいと考えていますか。） 

 

期 日 

（予定を含む） 

令和 年 月 日から 

令和 年 月 日まで 日 夜 

概算旅費 

日 当 円× 日＝ 円 

宿泊料 円× 夜＝ 円 

車 賃 円× 日＝ 円 

負担金ほか 円 

（内
容 ） 

交通費計 円＋負担金ほか 円＝合計

円 

行程表（交通費積算の根拠） 

 

 

※ 期日等の詳細が確定していない場合は、おおよその時期又は「未定」と記載してください。 

※ 研修の概要がわかる資料を添付してください。 

※ 管理職が行う場合は、副町長決裁とします。 
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職員が説明者となった講座を開催→仕事の整理とプレゼン能力の向上

年度 回数 日時 内容 講師等 参加数
内オンライン

参加者
託児

第１回 06月24日
わたしのまちづくりの考え方（住民意向はどのように反映
させるか）

逢坂町長、片山町民総合窓口課
長

22

第２回 07月30日 議会と役場の役割・議会活動の現場から 吉村前議会事務局長 24
第３回 08月30日 現在進められている街づくり計画と今後の概要 佐藤街づくり推進課長 24

住むことが誇りに思えるまちづくり（職員合同研修） 森啓・北大法学部教授 55
福祉の現状とこれからの福祉政策 松田保健福祉課長 22

第５回 10月15日
農業の現状と課題（商工観光のこれから・経済を考える懇
話会）

野村農林課長，田中前企画観光
課長

25

第６回 11月22日
町の予算はどのように作られるか（ごみ問題の現状と課
題）

志村総務課長，松田保健福祉課
長

23

第７回 01月21日 下水道事業の現状と課題（教育行政の現状とこれから）
坂本前上下水道課長，高瀬教育
次長，高木体育館長

21

第８回 02月17日 住民がまちを作る・花のまちづくりの事例から
中島興世さん国土庁地方振興ア
ドバイザー

18

第９回 03月26日 ニセコ町の将来像・まちを語る懇談会 参加者討論会 25

第10回 06月16日
美しい町を見る（恵庭市恵み野、茂漁川など視察、現地担
当者の案内）

恵庭市職員 29

第11回 06月25日 安心して暮らせる地域社会をつくる
山田真智子さん（福祉問題研究
者）

51

第12回 07月03日 高齢者福祉の現状と課題 松田保健福祉課長 19
第13回 07月28日 ごみ問題の現状と課題 松田保健福祉課長 13
第14回 09月17日 観光の現状と今後の対策 田中前企画観光課長 20
第15回 10月13日 町の財政の仕組み、予算の現状と課題 志村総務課長 12
第16回 11月27日 農業の現状とこれから 野村農林課長 7
第17回 01月29日 町議会の役割と活動内容 吉村前議会事務局長 14

第18回 02月12日
住民が求める情報公開とは（職員合同研修） ―透明性の
高い自治体をめざしてー

奥津茂樹さん（情報公開法を求
める市民運動事務局長）　

114

第19回 03月25日 国内研修結果報告と懇談会 参加者意見交換 24
第20回 05月28日 情報公開を考える「知りたい情報・知られたくない情報」 片山町民総合窓口課長 11

第21回 06月18日 全国の情報公開とニセコの情報共有の取り組み
奥津茂樹さん（情報公開法を求
める市民運動事務局長）

72

まちづくり町民講座開催一覧表

第４回 09月26日

H8

H9

H10

とにかく実践その２
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～～～～～～～～～省略～～～～～～～～～～第112回 2月17日 ニセコ町の農業と観光が目指すもの 林農政課長・折内商工観光課長 41

第113回 5月14日 始めます。エキノコックス対策
講師　岡崎　克則氏（倶知安町
風土館　館長）・山本契太係長

23

第114回 2月15日
小さなまちのこれからを考える～『中央集権』から『地域
主権』へ～

講師　大森　彌氏（東京大学名
誉教授）

80

第115回 4月26日 続・エキノコックス対策。
講師　岡崎　克則氏（倶知安町
風土館　館長）

20

第116回 8月12日
エネルギーの調査・実証実験を行います
～ニセコ町「緑の分権改革」推進事業説明会～

福村経営企画係長・竹内主任 24

第117回 8月27日 町民センター再生！ 石橋町民生活係長 50
第118回 3月7日 ニセコの水環境を考える 折内課長・山口係長 48

第119回 3月25日 CO2排出規制と地球環境を考える
講師　環境省　大倉紀彰・福村
係長

28

第120回 4月25日 続々・エキノコックス対策。
講師　岡崎克則氏（倶知安町風
土館　館長）

13

第121回 7月26日 コミュティＦＭを考える
講師　茶谷企画課長・前原係
長・木原くみこ氏（放送局長)

22

第122回 9月26日 「明日へのニセコへの提言｣(中央倉庫群活性化）
講師　ライフスタイルプロ
デューサー　浜野安宏

30

第123回 1月23日
第2次ニセコ町環境基本計画(案)と「緑の分権改革」調査
事業

樋口環境エネルギー係長・竹内
主任

16

第124回 1月25日 企業誘致政策と企業者支援策の取組み 福村係長・林課長・佐藤係長 10
第125回 1月30日 児童生徒の学習と実態調査 ニセコ小学校　新井校長 30

第126回 2月10日
ソーシャルビジネスとは何か～基礎から学び、ビジネスへ
と広げよう！！

講師　木下斉氏（内閣官房地域
活性化伝道師）

17

第127回 3月1日
町の財政状況と行政改革～ニセコ町のまちづくりを支える
行財政の展望

加藤課長・青木財政係長 11

第128回 4月27日
エキノコックス対策の現状～エキノコックス駆除に着実な
効果があらわれています

講師　神谷正男氏（北海道大学
名誉教授）

18

第129回 9月1日 町滞在型リゾート生活～ニセコ町から世界に提案する～
講師　ライフスタイルプロ
デューサー　浜野安宏

16

第130回 11月10日
北海道電力との安全確認協定～ニセコ町民の健康と生活環
境のために

千葉総務課参事 20

第131回 3月5日 教育基本計画の策定！ 芳賀総務係長 21

第132回 3月7日 ニセコの水環境講演会
講師　小林三樹（藤女子大研究
支援研究員）・鈴木係長

19

第133回 3月28日
中央倉庫群活性化に向けて～劣化・耐震性調査の結果を受
けて～

山崎都市計画係長 13

第134回 6月5日
エキノコックス対策の現状
～エキノコックス駆除に着実な効果があらわれています～

講師　神谷正男（北海道大学名
誉教授）　

17

第135回 10月28日
いきいきと暮らす食の秘訣とは？～ニセコ町民の食生活
データから～

日本ハム㈱中央研究所　八巻法
子

25

H20

H21

H22

H24

H25

H23

～～～～～～～～～省略～～～～～～～～～～ 18



～～～～～～～～～省略～～～～～～～～～～第204回 12月6日 世界での気候変動の議論と地域での脱炭素の取組 藤田純一、清水瞳 27
第205回 5月31日 持続可能な観光地を目指して 葉山志乃布、貝和慧美 15 0
第206回 7月28日 ニセコ町の森林とエシカルな暮らしを考える 末吉里花、竹本吉輝 36

第207回 8月26日 道の駅ニセコビュープラザの再整備について

商工観光係長、北大瀬戸口剛、
渡部典大、エスエ―デザインオ
フィス一級建築士事務所　小倉
寛征

14 0

第208回 11月7日 ニセコ町の森林と広葉樹活用事業を考える 松本剛（ひだくま）、竹本吉輝 33
第209回 11月22日 「百年の森林構想」から「生きるを楽しむ」へ 上山隆浩（西粟倉村） 38
第210回 12月5日 食品ロスとまちづくり 金井信宏 20
第211回 1月25日 シン　ニセコ高校 大辻雄介（大空高校校長） 24 14

第212回 3月20日
森林資源の価値創造とその仕組みづくり～広葉樹のまちづ
くりによる地方創生

竹田慎二（飛騨市農林部） 17

第213回 7月3日
羊蹄山ろく消防組合消防署ニセコ支署新庁舎建設方針につ
いて

総務課長　福村一広、創建社 11

第214回 8月24日
ニセコ町建築ガイドラインの策定に関する説明会～よりよ
い景観づくりに目指して

株式会社まちづくり計画設計 9

第215回 8月25日
ニセコ町建築ガイドラインの策定に関する説明会～よりよ
い景観づくりに目指して

株式会社まちづくり計画設計 4

第216回 9月5日 防災セミナー あんどうりす 18

第217回 12月22日
ニセコ町森林ビジョン実行計画～計画の骨子案を説明しま
す

エックス都市研究所 12

第218回 1月25日 世界での気候変動の議論と地域での脱炭素の取り組み 藤野純一、上山隆浩 19
第219回 1月30日 ニセコ高校とまちづくり ニセコまち 5
第220回 2月13日 ニセコ町の未来を考える～第6次ニセコ町総合計画 HIT、企画環境課 6

第221回 2月13日
ニセコ町の未来を考える～第6次ニセコ町総合計画と環境
基本計画

HIT、日本データサービス、企
画環境課

8

第222回 2月22日 ニセコ町森林ビジョン実行計画～素案を説明します エックス都市研究所 8

第223回 3月28日
GSTC認証とニセコ町観光グリーン・デスティネーションズ
表彰プログラム審査結果報告会

（一社）JaSCA、コントロール
ユニオンジャパン、ニセコ高校

20

第224回 8月28日 ニセコ高校の新寮建設について
建築設計業者、（株）ニセコま
ち

7

第225回 10月1日 新ニセコ消防庁舎建設事業について
消防庁舎整備室長　黒瀧敏雄、
（株）創健社

9

第226回 10月17日 まちづくり基本条例座談会 釧路公立大学 名塚昭理事長 7

第227回 11月1日 ニセコ町の景観を守る～私たちの願いと景観条例～
上智大学法学部・法学大学院教
授 北村　喜宣

25

第228回 12月24日 ニセコ高校　新寮建設の実施設計　完成に向けて 本谷校長、（株）創建社 13
第229回 1月20日 わたしたちの“水環境のまちニセコ” 金井信宏 23
第230回 2月13日 自治創生総合戦略 阿南参事 22

R7 第231回 4月25日 令和7年度予算と今後のまちづくり 町長、教育長 68

R3

R4

R5

R6
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とにかく実践その３

人事交流、外部人材登用→組織活性化、交流、刺激
【国家公務員・北海道職員の受入】
総務省、環境省、観光庁、北海道、基礎自治体(鹿児島県錦江町)

【関連団体からの受入】
国際交流員(５名)、地域おこし協力隊２５名、集落支援員10
名

【民間企業の受入】
毎日新聞、ＮＴＴ、ＪＡ、ＪＴＢＦ，ＪＴＢ、湯布院観光協会、日本
旅行、近畿日本ツーリスト他、エイブル、デロイトトーマツほか

20



２ 職員が研修や組織に物申す

(１)アンケートの概要

調査名：ニセコ町人材育成アクションプランに伴う
職員アンケート

調査期間：2024年9月11日（水）～9月27日（水）
調査方法：アンケートフォームより回答
調査対象：ニセコ町役場正職員
調査対象者数：91名
回答者数：70名（回答率76.9％）
調査主体：【企業名】

21



２ 職員が研修や組織に物申す

(１)アンケート回答の具体例と分析

●「二極化」傾向と、積極的にやる気のある人は少ない（とてもやりがいある1割以下）

（動機付けややりがい設計・伝え方にエラーがある可能性）

●特に30代の労働環境が仕組み的にも心理的にも良くない可能性（業務過多・業務配分不公平・特定個人

や部署と協働しにくいなど）。一方管理職の心理的安全性にも懸念があり、各層に息苦しさがありそう

●管理職希望者は16.1%・人数にして9名しかいない（20代は1名）つまりは、意識醸成もスキル向上も含め

て次世代の人材育成ができていないように見える

●特に20代以下の管理職希望者が少なく、女性の希望者も2名しかいない

●管理職も中堅層も業務過多であることから管理職もマネジメントというよりは現場プレイヤー色が強く、そこ

から管理職になっても益々大変になるだけといったイメージに繋がっているものと思われる

●役場内のコミュニケーションにて自部署は良好と答える方が9割いる一方で、フリー回答や他部署との関係

性への質問では「他部署と接点がない」「話しにくい人がいる」など組織内の風通しの悪さが浮き彫りになった

●「特定部署・特定個人とやり取りしずらい」という話が複数の質問にわたり出ているので、組織内では実際

みんなわかっているが何かしらの理由によって指摘・解消できないネックポイントがありそう

（影響力や声が大きい人、又は権限の大きな部署など）

●各層の現状を聞く設問では半数以上がネガティブな意見でした。業務過多も相まってか相互理解や支え合

いが希薄になっているのかもしれません。前述したガバナンス問題も含めて管理職層は組織が危機的状況

であることを自分事として認識した方が良いかと思います。

22



２ 職員が研修や組織に物申す

(１)アンケート回答の具体例と分析（続き）

●ルールや仕組みの面でもし本当であれば組織ガバナンスの崩壊が疑われるコメントが幾つかあった。

・外部人材優遇による正規職員の負担増

・上司の言動に問題があることを相談したが何もしてくれない

・超過勤務をつけずに残業

● 管理職とのコミュニケーションにおいて、威圧的・大きな声で叱責するなどハラスメントを示唆する意見が

い

くつかあった。

（想像力の欠如）

●総務課主催の研修への期待感が極端に低い（3.4%）。研修の目的を示していない・何となく行かされる・効

果検証がされていない・毎回同じ職員が出張しているなど、研修コンテンツ以外の部分でも意見が上がって

いるので参考にした方が良いかと思われます

●ただ、研修への参加意欲がないわけではなく、9割が前向きに研修意欲を持っている。一方で研修機会が

充実している割に重要な能力開発手段を聞く質問では「自己研鑽」の割合が高めという結果も。

●町民に対しては、町民のために・町民第一と寄り添うイメージを共通認識で持っているので根本的には真

面目でニセコ町が好きな人が多い印象。

23



(３)アンケートから見えてきた３つの本質的課題

※組織・管理職に対する不信感がある
☞ 人事や評価に偏り・二極化 ☞ 管理職になりたくない

※部署間の風通しが悪く、信頼関係が築けていない
☞ 縦割り・自部署主義 ☞ 特定部署個人と連携しずらい

※各種仕組みに問題があり、業務過多になっている
☞ 業務振り分けや配置のエラー ☞ 研修が多い・休暇取りにくい

ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ不和・やる気や意欲低下・業務過多・人材育成不足
生産性低下、業務品質低下、組織存続の危機

【みんなが叶えたい組織像】
●良好な人間関係・助け合い ●やりがい・成長と挑戦の機会がある
●風通しが良い ●業務配分が適切 ●ワークライフバランスが取れる
●公平な評価と人事制度・適切な配置

24



ご説明した２０２４年９月アンケート調査の根拠となった計画の概要

～以下、アクションプランからの引用～

＊１、計画名：ニセコ町人材育成ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ（策定：令和６年３月）
（１）人材育成における現状、課題、目的

人口減少問題、子育て政策、高齢化対策、経済対策など、社会環境の変化に迅速かつ効率的に対応していくためには

、

組織全体で課題に向き合う必要がある。ニセコ町では、平成14年に「人材育成基本方針」を策定し、さまざまな研修制

度への参加や働きやすい職場環境づくりを行ってきたところである。日々の業務を遂行することに時間が割かれている

のが現状ではあるが、「座学」「交流」「実践」のサイクルを進め、相乗的に研修の効果を向上させる必要がある。専

門的業務や窓口業務を行う職員、子育て中の職員は、職場外研修への参加が特に難しい傾向にあるといった課題もある

が、研修の成果を業務にうまく活用していけるような環境づくり、パフォーマンスの向上につながる体制づくりが求め

られている。

①人材育成に向けた本計画の意義

人材育成は、すぐに結果を求めるのではなく、中長期的な視点を持ち、組織として採用から人事、環境整備や研修な

どを戦略的かつ総合的に検討していく必要がある。本計画では、中長期的な人材育成を考慮しつつ、前述した課題解決

に向け、研修担当者と職員間の認識のずれを把握し改善しながら、職場全体に人材育成の重要性を醸成し、職員の求め

る研修を継続的に実施する研修体制を整備する取組みを実施する。

②対象者

全職員を対象とする。

③目標（中長期的目標）

全職員が「自ら考え行動できる」職員となること （組織として対応パフォーマンスが発揮できる状況）

④目標（アクションプラン目標）

組織全体のパフォーマンスを５％上昇させる。 
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（２） 計画概要

① 育成すべき人材像 

専門的能力や課題解決に積極的に取り組む姿勢やどのような状況にも対応できる柔軟性などを身に着け、住民とともに

地域の課題を考え、解決に向けて「自ら考え行動できる」こと、能動的に取り組む豊かな人間性、コミュニケーション能

力を持った職員の育成を目指す。

町民の立場に立って
想像する職員

広い視野を持ち
未来を切り開く職員

地域経営感覚を
持つ職員

自己啓発、自己研鑽
意識の強い職員

「自ら考え行動できる」

・常に住民の立場になって
物事を考えられる
・公正で透明な行政運営に
努めることができる
・住民に対する説明責任を
果たすことができる

・地域の状況を中長期的に
広い視野で考えられる
・地域の状況を把握し、新
たな課題に挑戦する職員 

・コスト意識を持ち、限ら
れた財源で最大の効果を
生み出すことができる
・効率的な行政運営に努め
ることができる

・仕事に役立てるため、広
く知識や技能を習得しよ
うとする
・自らを高めていこうとす
る向上心が強い

26



②習得を目指す知識及び能力 

長期的、総合的な視点に立って、既成概念にとらわれず、地域の特性を生かし、独自性を発揮しながら、まちづくりを

進めるためには、次のような知識及び技能の習得を目指す。

対人能力

仕事に関する
知識・技術

課題発見・
解決能力

総合的な
調整能力

法務能力

政策形成能力
時代や環境変化に伴う新たな地域の課題に対し、
自ら考え、事業や施策として具体化する能力 

法的視点からものごとをとらえるセンスや法的な実務能力
であり、政策形成能力を支える重要な能力

住民ニーズを的確に把握し、課題に対して解決策を
立案する創造力 

担当業務に必要な専門的知識技術のほか、
少子高齢化や国際化、DXなど社会経済情勢の変化に
対応できる知識・技術の習得 

組織がその目的・目標に向かって的確に機能するよう
異なる意見を総合的に調整し、課題の解決に導く能力 

部下の把握、指導、育成能力、対外折衝能力、
コミュニケーション能力、接遇等 

（２） 計画概要
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① 取組み期間

本計画は令和６年度から令和８年度までの３年間の取組みとし、期間終了後も継続して人材育成を進める。 

知識及び能力の習得・蓄積

【令和６年度目標】

研修状況を把握する
とともに、職員同士
のコミュニケーショ
ンから職場に対する
意見・困りごとを把
握し、研修体制及び
職場環境を整備する
。 

【令和７年度目標】

研修体制整備と職場
環境整備の検討を重
ねながら、職員の意
識変革及びレベルア
ップを図る。

【令和８年度目標】

研修体制整備と職場
環境整備の検討を重
ねながら、一人ひと
りが力を発揮して組
織の力量を高められ
るサポート体制・組
織体制を整備する。

“目指すべき人材像”
に向けた

人材育成の継続 

（３） 実施内容

初年度から少々衝撃的な結果
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（４） 事業実施の体制及び仕組み

アクションプランを策定するため、ニセコ町人材育成アクションプラン策定検討委員会を設置した。本検討委員会にて

、アンケート内容の検討、事業実施状況の確認や計画変更の検討などを行う。また、人材育成担当である総務課総務係を

中心に、他部署と連携を図りながら組織全体で事業を実施する。

【アクションプラン策定検討委員会委員】

役職 所属・役職等 氏名

委員長 ニセコ町　総務課　課長 福村　一広

委員 ニセコ町　農政課　森林再生係　係長 稲森　謙吾

委員 ニセコ町　こども未来課　こども未来係　係長 谷井　彩乃

委員 ニセコ町　総務課　財政係　係長 浅井　理登

委員 ニセコ町　保健福祉課　福祉係　主事 中川　卓哉

委員 一般財団法人地域活性化センター 吉弘　拓生

委員 一般財団法人地域活性化センター 笈田　紗希

委員 一般財団法人地域活性化センター 麻岡　翼

事務局 ニセコ町　総務課　総務係　係長 樋口　範幸

事務局 ニセコ町　総務課　総務係　主事 澤田　円
組織全体で人材育成

人材育成担
当

町長・副町長・教育長

アクションプラン
策定検討委員会

他部署・職員

～アクションプランからの引用おわり～
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３ 人材育成の目指す方向
【テーマ】 人材育成は、人材育成に止まらない。

                  ～ニセコ町人材育成アクションプランのブラシュアップ～

※ 様々な業務が各セクションに跨るように、人材育成もまた、人材育成の視点だけ

では収まらない。

三大課題

部門間風通し悪信
頼関係が築けない

組織・管理職への
不信感がある

各種仕組みに問題
あり業務過多

管理職の意
識と行動改
革・相互交
流で連携を
強化
(ｺﾝﾋﾟﾃﾝｼｰ
ｅｔｃ)

次第に変化

部門間風通し悪信
頼関係が築けない

組織・管理職への
不信感がある

各種仕組みに問題
あり業務過多

次第に変化

部門間風通し悪信
頼関係が築けない

組織・管理職への
不信感がある

各種仕組みに問題
あり業務過多

BPR・DX等で
生産性向上

人材育成アクションプランのブラシュアップ・実行
(外部の知見も活用検討中、ただし職員が自分事として捉えることが重

要
30



ファイリング（文書管理）システム導入経験から、大変さが分かる！

実施前 実施後

職員退庁時、机の上は滑走路

行政情報は住民の財産

◼ 文書私物化の排除

◼ 即時検索性の確保

◼ 他者検索性の確保

情報共有人材の育成

◼ 行政文書管理士の養成

３ 人材育成の目指す方向
～小さな成功体験～ （Ｈ１２年度からスタート）
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終わります

実施前 実施後

32



那珂市の人材育成・確保の取組みについて

令和７年１１月１４日（金）

茨城県那珂市総務部総務課
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那珂市の地勢

●那珂市の位置

○面 積:97.82㎢
○人 口:52,697人
○世帯数:23,762世帯

（R7.9.1現在住基人口）
○R7一般会計予算額

:252.3億円
うち人件費

: 51.7億円
（比率20.5％）

●那珂市のあらまし

○平成17年１月21日 那珂町、瓜連町の2町合併により「那珂市」誕生
○令和  7年１月 市制施行20周年
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那珂市の人事行政の現況

●職員数の推移
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●退職者数の推移
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那珂市の目指すべき職員像

信頼される職員

自立する職員

活力を生む職員

創造性あふれる職員

○市民に対して公正に接する職員
○市民の立場で物事を考え、丁寧な対応をする職員
○行政の果たすべき役割を自覚し、市民と協働する職員
○職場内外で積極的に意思疎通を図ることのできる職員

○市政を担う当事者意識を持つ職員
○旺盛な自己啓発意欲と目的意識を持つ職員
○限られた経営資源の中でコスト意識を持ち、効果的・効率的に仕事を進める職員

○熱意と使命感を持つ職員
○職員や市民に尊敬され、指導力のある職員
○広く周囲を見渡し気を配り、組織全体の向上に努める職員
○那珂市全体の向上に努める職員

○市民の意識・社会の変化に柔軟かつ機動的に対応できる職員
○広い視野と先見性を持った職員
○豊かな発想力と実行力を持ち、常に改善、改革に取り組む職員
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那珂市の研修の取組み１（直近２か年の主なもの）

市研修
○階層別研修（集合・直営、講師派遣）
○メンタルヘルス研修（集合・包括委託*）
○ハラスメント研修（集合・包括委託）
○ストレスチェック集団分析結果報告会（集合・包括委託）
○障がい者差別解消研修（集合・講師派遣）
○人事評価研修（集合・直営、委託）
○管理職マネジメント能力向上研修（WEB・（一財）地方自治研究機構開催）
○熱中症対策アンバサダー養成講座（WEB・連携協定企業開催）
○政策形成研修（集合・委託）R6新規実施
○J-LIS eラーニング（WEB・地方公共団体ｼｽﾃﾑ機構）
○カーボンニュートラルセミナー（集合・連携協定企業提供）R5開催
○資産運用ライブセミナー（WEB・提供企業営業）R5開催

【参考】連携協定締結企業（抄）
㈱木内酒造、大塚製薬㈱、
損保ジャパン、明治安田相互会社、
日本郵便㈱、㈻大成学園
※企画部門との連携が重要

*包括委託は、ストレスチェッ
ク、研修、カウンセリング、相
談等を包括的に委託している。

自主研修

○通信教育等助成（補助率1/2、上限2万円）R5実績延べ16名、R6実績延べ12名
○JFM ｅラーニング
○自治大学校 ｅラーニング
○自主研修に対する便宜供与（会場提供）
（R5実績）・サーキットトレーニング
（R5実績）・出納事務クリニック
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那珂市の研修の取組み２（直近２か年の主なもの）

派遣研修

その他派遣研修

○茨城県自治研修所派遣
・自主研修促進研修
・特別研修（法務基本・政策基本ｺｰｽ）
・特別研修（自己開発ｺｰｽ）
・階層別研修
・県合同研修、公開講座

○市町村アカデミー派遣
○自治大学校派遣
※自治大派遣は、直近R3派遣が最後

○いばらき県央地域連携中枢都市圏*
*水戸、笠間、ひたちなか、那珂、小美玉の各市、茨城、大洗、城里の各町及び東海村

・合同研修・相互参加研修
○茨城大学リカレント教育プログラム*（R1～）

*いばらき社会人リカレント教育懇談会による茨城大学提供講座の聴講
○茨城県女性管理職育成研修
・茨城県開催研修に参加

○安全運転中央研修所
○グロービス経営大学院
・連携協定による「クリティカルシンキング講座」の単科受講

○海外視察研修（公財）茨城県市町村振興協会
38



那珂市の人材確保の取組み

●エンゲージメント調査の実施

概 要：エンゲージメントの数的把握と、人材定着に向けた取組の検討のため
実施

回答率：21.67％（R6.7月実施）
手 法：eNPSとQ12の質問手法により相互の要因関係を単回帰分析

～職員のエンゲージメント確保、向上策～
課題点：職場内ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの確保、

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｽｷﾙの向上、研修への活用
対 策：1ON1ミーティングの励行
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那珂市の研修効果

★外部プログラムの積極的活用、情報収集等のマンパワー対策
・産学官連携担当課との緊密な連携が不可欠←小規模自治体ならではの利点
・一度コネクションが繋がることで、ルーティン化が可能
（新たな研修ニーズに機動的に対応できる。）

★トップ層の関与が推進力に（R6実施「政策形成研修」から）
・課題提起から発表までの一連の研修が幹部層の関心を買う。
・職員の新たな一面の評価にもつながる。
（職員のプレゼンテーション能力の養成、職員の新たな姿の気付き）

★研修後の復命、アンケートの活用、派遣研修の受講報告
・研修ニーズの把握、研修による意識変化を把握

・復命の回覧による上司の研修効果の把握
（講座開設（例「性的マイノリティへの理解」、コミュニケーション系研修の充実））

・派遣研修の受講報告（リカレント教育、海外派遣研修等）
（受講生の研修参加意欲の向上が期待できる。）

外部資源や幹部層など庁内外の「まきこみ」が重要
意欲の向上により、研修の波及効果が期待できる。
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那珂市の研修をめぐる課題

★研修指定が年々困難に
・「業務多忙」のため研修指定が困難

（自治大派遣がR3を最後にできていない、研修で通常業務が進まない）
・職員個々の仕事に対する考え方の多様化

（中長期や政策形成系の研修への負担感）
・WEB研修を時間外に受講することの常態化

（業務強化への懸念が広がる）

★財政上の制約
・事業費上限シーリングの現実

（新規研修の実施のために既存研修のスクラップが必要）

★研修目的、研修の需要の多様化
・多様な背景を持つ職員の増加（経験者採用や技術職の応募不足）
・職員のエンゲージメントの確保（職員をどう繋ぎ止めるか）
・人事評価成績不良職員への対策や配慮を要する職員への支援等

研修生の所属課、研修生、研修担当職員のジレンマに繋がっている。
これらをどのように解消するのかが課題
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ご清聴ありがとうございました。
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